
◆新型コロナウイルス感染症の状況を注視しつつ、開催予定の地域イベントの安全性を高められるよ
う設営・運営・警備等の体制を改善し、円滑かつ確実に実施する。また、各イベントを通じて外国人住
民を含む区民の交流を図っていく。

区民まつり事業、江東花火大会事業、姉妹都市・区内在住外国人交流事業

◆各施設の改修工事等を計画的に実施する。北砂地区集会所、平野地区集会所の改修工事を行
う。

地区集会所改修事業

◆町会・自治会が主催する事業の実施経費を一部補助し、地域コミュニティの活性化及び地域住民
の交流を支援する。
◆5年度から地域貢献活動を総合的に支援する中間支援組織を設置し、情報発信や団体同士の交
流機会の創出、セミナーによる協働意識啓発等を行う。

町会自治会活動事業、コミュニティ活動支援事業

◆長引くコロナ禍によって、町会・自治会等の地域活動は中止や自粛が続き、地域コミュニティの希薄化が懸念されてい
る。しかし、新型コロナウイルス感染症の位置付けが5類感染症へ変更されたことにより、今後徐々に地域活動が再開して
いくことが見込まれる。

◆新型コロナウイルス感染症の影響により、地域活動参加率の低迷が続いている。
◆「まったく参加したことはない」が約6割を占めることから、地域活動の重要性を周知するとともに、気
軽に主体的に参加できるような工夫が必要である。

地域コミュニティ活動の活性化を客観的に示す指標であるため

地域のつながりが深まり、世代や国籍を問わない誰もが参加しやすい魅力的な活動が充実する、明るく住みよい
地域社会が実現されています。
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◆各施設の改修工事等を計画的に実施し、コミュニティ活動の場の整備を図っていく。
◆2年度にリニューアルした区民館周知用リーフレットの配置を、引き続き行う。
◆身近な地域活動を活性化するため、地区集会所について、介護予防や見守り活動など、地域の課題に応じた新たな利用方
法を周知していく。

区民館や地区集会所等の地域活動施設の認知度を客観的に測る指標であるため

◆区内には、身近に利用できる区民館や地区集会所等の施設を整備しているが、アンケートでは、「わから
ない」との回答が31.2％となっていることから、引き続き施設の情報発信を強化していく。

コミュニティ活動の拠点となる公的施設の利用を促進するとともに、適切な維持管理を行い、区民が集い、安心して活
動できる場を確保します。また、区民館や地区集会所等の効率的な運営を図るため、地域ニーズに沿った情報発信を
進めるなど、利用・運用面での環境整備を行います。

◆町会・自治会の加入促進策として、町会・自治会への加入促進リーフレットの配布、区ホームページの加入問い合わせ・申し
込みフォームを運用。4年度から新たに取り組んでいる加入促進ポスターの区広報板への掲示、区報及び区SNSによる加入促
進記事の発信を着実に実施していく。
◆5年度から設置した地域貢献活動を総合的に支援する中間支援組織を活用し、ＮＰＯ、ボランティア団体等様々な団体活動
の活性化を図り、区民のコミュニティ活動に対する関心を高めていく。

◆加入世帯数が減少傾向にあることに加え、大規模マンション開発を主とする総世帯数の増加が分母を大
きくし、加入率が低下している。

自主的な地域活動への支援状況を示す指標であるため

自主的な地域活動への支援状況を示す指標であるため

◆核家族化の進行や価値観の多様化、人口の流出入などから、加入世帯数が低下傾向にある。

町会・自治会、NPO、ボランティア団体等の主体性を尊重しながら、自主的な地域活動を推進していくための支援を行
います。また、各コミュニティ活動に関する情報の発信・共有を図り、より多くの区民がコミュニティ活動に関心を持ち、地
域への愛着、絆を深め気軽に参加できるようコミュニティ活動支援サイト等の充実に努めるとともに、子ども会やPTA な
ど関係団体とも連携して地域コミュニティの担い手の養成にもつなげていきます。さらに、新たに転入してきた住民が、
町会・自治会等に加入するきっかけとなる情報提供などを行い、地域活動に参加する区民を増やします。
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取組方針1の指標が町会、自治会加入世帯数、加入率で良いのか。再考が必要だ。地域振興部
課長とも町会、自治会頼みの地域コミュニティ活動、防災活動からの脱却を検討中とのことだが、
指標を含めて検討してほしい。

地域コミュニティの活動に「まったく参加したことはない」が約６割を占める現状を踏まえ、区民に求
められている地域の活動や地域での住みよいくらし、そこに求められているつながりとは何なの
か、今のつながりではなく新しい形があるのではないか、再検討してほしいと感じた。

1

町会・自治会への加入促進のための努力を重ねていること、中間支援組織を設置し、活用を始め
たことを評価したい。一方で、町会・自治会活動を主体となって担ってきた人々の高齢化などの構
造変化の中で、地域コミュニティの意義を再確認し、あるべき姿を問い直す必要があると思われ
る。

◆4年度は感染症対策を講じた上で、一部のイベントを開催することができた。今後は各イベントがすべて開催予定であ
り、参加者数の増加が見込まれるため、安全かつ確実な実施が必要となる。引き続き、国や都の方針等に従い、安全・安
心な形で、イベントを着実に開催する。
◆令和5年3月に策定した「江東区多文化共生推進基本指針」に基づいて、全庁的な連携をはかりながら、行政サービス
の多言語化や、やさしい日本語の普及など、区内在住外国人への支援を行っていく。また、引き続き、区民が国籍や人
種・文化の違いを問わず、お互いを尊重し、共に地域の一員として安心して暮らすことができる多文化共生社会の実現を
推進していく。
◆区内在住外国人を対象とした通訳者（中国語）による相談の実施及び庁内連携により、区内在住外国人への支援を
行っていくとともに、国や都、他の自治体の取り組み・実施状況等について実態把握を行っていく。

◆新型コロナウイルス感染症の位置付けが変更されたことから、区民の地域活動に対する関心を高
め、希薄化した地域コミュニティの再生と活性化に取り組む必要がある。
◆区内在住外国人が、コミュニティの一員として生活していけるように取り組む必要がある。

◆町会・自治会に対する効果的な支援策を実施する。あわせて、ＮＰＯ、ボランティア団体、企業、大
学等地域の多様な関係者の力を活用したつながりづくりを含めた、今後のコミュニティのあり方を検討
していく。

多世代住民の交流、地域を超えた交流の場が提供されているかを示す指標であるため

◆4年度後半は新型コロナウイルス感染症の感染状況が落ち着いたことやイベント開催時の条件が緩
和されたことなどを受け、一部のイベントを開催した。しかし、感染状況を鑑みて中止したイベントも
あったため、イベント参加者数の回復は限定的だった。

区民まつりをはじめとした地域イベントを様々な工夫を凝らし、継続的に開催することで、多世代住民の交流、地
域を超えた交流の場を提供します。また、外国人と日本人との文化交流が自然と図られ相互理解が得られるよう、
区内在住外国人が運営する団体や外国人向けボランティア活動をする団体を中心として活動する「江東区国際
友好連絡会」といった関係団体と連携した国際交流イベント等を実施します。さらに、国籍にかかわらず自分らし
く暮らせるよう、区内在住外国人への生活情報の提供や相談対応など庁内で連携を図り、多文化共生社会を目
指します。
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市民との協働を進めるために中間支援組織を設置、今年度から活動を始めたところで、注目したい。

区独自の協働の在り方を模索しつつ、地域コミュニティの活性化を促進する状況がうかがえた。他自治体
からの学びも多く、今後は区の制度へも還元してほしいと思う。

SDGsは個人レベル、コミュニティレベルの意識や活動に支えられる部分が大きく、SDGsと地域コミュニティ
の関係など、区としてより明確に考え方を整理する必要がある。また、デジタル技術の急速な進歩を新た
な時代の地域コミュニティの形成にどう活用するか、戦略的な発想と取り組みが今後さらに求められると考
える。

町会、自治会の加入率が低迷し、役員が高齢化しているという全国共通の状況に対し、様々なプレー
ヤーが参加する地域協議会などの情報を収集し、検討中とのことで期待したい。同時に、町会自治会が
活性化した好事例を掘り起こし、共有する、経理や運営をオープンにするなど従来の仕組みの改善を進
める必要がある。今回、まさに悩んでいる町会役員が区民モニターとして参加、意見を述べている。現在
の町会、自治会の活性化をサポートしつつ、新たな方向を模索することが求められる。

区民の声を日頃の行政現場で捉え、政策立案につながっていると感じた。職員の中では、区民に関する
多くの情報やデータについて、より深く掘り下げる思考考察もあるようなので、それをさらに深めてほしいと
感じた。

区民ニーズを丁寧に掴もうという姿勢が見られ、社会状況の変化も的確に捉えていると評価できる。それ
をどう新たな展開に活かすか、今後の取り組みに期待したい。

3

コロナ禍で大きな制約が課されたこともあり、十分な活動ができなかった点はやむを得ない。取組
方針として掲げる「地域・世代・国籍を超えた交流・共生の推進」の目的を改めて確認した上で、ど
のような姿をゴールとして描き、そのための道筋・手段をどうするか、この機会に再検討していただ
きたい。

2022年10月の江東区民まつり、2023年3月の国際交流のつどいの盛り上がりを踏まえ、今年度も
続行するとともに料理教室などを軸に国際交流を広げる予定とのことで、世代、国籍を超えた共生
に向け積極的な取り組みが行われている。

コロナの状況に応じた地域イベントの開催支援について、今後順次展開されるよう、順次準備が
進んでいると感じた。

2

区としては計画的な整備と適切な運用に努めているが、認知度が低く、区民が施設自体の存在を
知らない、知っていてもどう利用すれば良いのかわからないといった状況がなお続いているものと
考えられる。このような施設は頻繁に利用する人とそうでない人の間に大きな隔たりが生じる傾向
は強く、そのあたりを区としてどう考えるか、その根本について問い直してみる必要があるように思
われる。

各施設の利用や維持管理の現状を網羅的に把握したうえで計画的に改修工事を実施している。

地域の地区集会所の重要性は今後も重要であるが、地区集会所以外でのコミュニティ活動を支え
る環境整備として、協働事業提案制度とうまく連動して、新しい形の公益性のある場所がさらにあ
るとよいと感じた。
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≪参考≫　外部評価モニターの評価

◆指標については、主にコロナ禍におけるイベント開催の制限等により、計画策定時の現状値から低
下している。
◆行政サービスの再開に伴い、施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記につ
いて着実に取り組む必要がある。

◆地域コミュニティの意義、あるべき姿を再確認した上で、地域コミュニティの必要性についてより広
く区民に伝わるよう努める。

◆現在の町会・自治会の活性化をサポートし、従来の仕組みの改善と新たな取り組みを検討し、町
会・自治会の加入促進につなげていくとともに、地域の新しいつながりの形についても検討していく。

◆多文化共生社会を推進するため、区内在住外国人の生活実態を把握し、支援のあり方や今後の
方向性を引き続き整理するとともに、地域イベント開催の手法を検討し、参加者を増やしていく。

1人 8人 3人 0人 0人 12人

S A B C 無回答 計

古くからの街とタワーマンションが建つ新興地域が混在し、若者や外国人も増えている江東区には、課題
が山積しているが多様なチャンスも多い。プラスの面を積極的に生かそうという姿勢が感じられ、評価した
い。

概ねどの施策も適切に展開されていると感じた。区民の声に真摯に向き合い、江東区ならではの地域コ
ミュニティの活性化の施策検討が進んでいると感じた。

地域コミュニティとは何か、なぜ活性化が必要なのかといったことを区として改めて確認し、ことあるごとに
区民にそのことを根気強く伝えることが大切と考える。その上で、望ましい地域コミュニティとは如何なるも
のか、他自治体の先進事例なども学びつつ、あるべき姿とそれに至る道筋・手順を検討していただきた
い。
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